
平成３０年度決算に基づく稲沢市健全化判断比率・資金不足比率 (単位：千円、％)

　　　＜根拠法＞地方公共団体の財政の健全化に関する法律

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令

１　健全化判断比率
①　実質赤字比率 一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率

　＜算出方法＞
△ 2,548,354 －

28,810,894 (△8.84)

11.86 20.00

②　連結実質赤字比率 全会計を対象とした実質赤字額（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率

　＜算出方法＞
△ 8,113,204 －

28,810,894 (△28.16)

16.86 30.00

③　実質公債費比率 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率の３か年平均

　＜算出方法＞

＝ (3,983,083 ＋ 1,441,909) － (780,975 ＋ 3,915,751) ＝ 2.95292
28,578,322 － 3,915,751

(4,023,533 ＋ 1,522,848) － (745,830 ＋ 3,949,042)
28,706,679 － 3,949,042

(4,155,519 ＋ 1,589,887) － (774,967 ＋ 4,064,157)
28,810,894 － 4,064,157

2.95292 ＋ 3.43938 ＋ 3.66223
3
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④　将来負担比率 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

　＜算出方法＞

64,686,811 － (14,669,706 ＋ 7,730,837 ＋ 42,210,923)
28,810,894 － 4,064,157

350.0

　将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額
　　　　　　　　　　 ＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）
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２　資金不足比率 公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率

　＜算出方法＞

△ 1,014,966 － △ 2,695,896 －
5,552,214 (△18.28) 2,390,973 (△112.75)

△ 639,457 － △ 21,942 －
864,287 (△73.98) 93,031 (△23.58)

△ 419,724 － 0 －
65,284 (△642.92) 0 －

20.00

　　＜参考＞　健全化判断比率の推移

　　＜参考＞　資金不足比率の推移

※　平成20・28・29・30年度の下津陸田土地区画整理事業は、事業の規模がないため、算出不可能

－

(  △23.58% )

※　農業集落排水事業特別会計及びコミュニティ・プラント事業特別会計については、平成30年度から地方
　　 公営企業法の一部を適用し、集落排水事業企業会計に移行
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